
債権管理実務研究会とは �
1982年に発足した株式会社商事法務の年会費制事業で、企業の与信・審査や債権管理・回収を担う実務担当者の教育・研鑽の
場です。法制度や裁判動向、税務・会計・財務分析、社内体制など幅広いテーマを扱い、セミナーや会員交流を通じて多角的な
実務情報を提供。約200社の会員に対し、人材育成と組織力強化に資する活動を展開しています。

㈱商事法務主催　債権管理実務研究会 特別セミナーのご案内

債権管理・回収の実務体系講座
―基礎からDX・決済の変化まで一気に理解―

開催日程 第1講 8月26日（水）、第2講 9月8日（火）、第3講 9月24日（木）、第4講 10月6日（火）
                                                第5講 10月22日（木）、第6講 11月4日（水）、第１講～第６講はLIVE配信〔すべて11時～12時開催〕
　　　　　　第7講 12月10日（木）10時～12時〔第７講のみ会場開催〕
視聴期間 ４か月〔視聴開始日　９月25日（金）から任意の期間〕
講義時間 第１講～第６講は各1時間、第7講のみ２時間、計8時間程度
受講料 【法人申込】59,400円（税込）/１社（同一法人内に限り複数名受講可能）�

　　　　　【個人申込】39,600円（税込）/１名　　　                           詳細はホームページをご確認ください。

WEB申込

講　師 近岡裕輔　弁護士（片岡総合法律事務所）　
2019年12月弁護士登録（72期）。慶応義塾大学法務研究科（法科大学院）助教（現職）。証券化、ファンドを中心としたホールセール向け金融
のほか、ローン、リース、クレジットなどのリテール向け金融を幅広く取り扱う。そのほか、個人情報の取扱いなど企業法務に不可欠な分野や、
一般民事事件、刑事事件にも中心的に取り組んでいる。主な著書に「ガイドブック弁護士報酬〔第3版〕」（商事法務・2025年）、「企業価値担
保の定着に向けたコベナンツファイナンス（連載）第1回：融資慣行是正策としてのコベナンツファイナンス」（銀行法務21（940号34頁）・
2026年）など多数

▶近年、企業を取り巻く取引環境は大きく変化し、債権管理・回収の実務にも抜本的な見直しが求められています。従
来は、与信管理や督促、法的手続といった個別の対応の積み重ねにより回収実務が構成されてきましたが、デジタル
化の進展により、これらは「データ」「決済」「法制度」という複数の要素が相互に連関する形へと変容しています。
とりわけ、電子契約や各種ITツールの普及、手形・小切手の電子化、デジタルマネーの利用拡大といった支払決済手段
の変化は、回収実務のあり方そのものに影響を及ぼしています。また、AIの活用やスコアリングの導入に伴い、利便
性の向上と引き換えに、個人情報保護や説明責任、責任の所在といった新たな法的課題にも適切に対応する必要があ
ります。
▶本講座では、まず債権管理・回収の基本構造と初動対応、任意回収と法的回収の使い分けといった基礎を押さえた上で、
平時の与信管理やモニタリング、実務に即した回収手法を体系的に整理します。そのうえで、支払決済の電子化やデ
ジタル技術の活用が回収戦略に与える影響を具体的に検討し、さらに電子証拠や裁判手続のIT化、暗号資産への対応と
いった最新の法的実務にも踏み込みます。加えて、AIや金融規制の動向も視野に入れ、今後の債権回収実務の方向性
を展望します。
▶基礎から応用、そして将来像までを一貫して理解することで、現場での実効性を高めるとともに、変化に対応できる
実務判断力の習得を目指します。
主要講義項目

■第1講：債権管理・回収の基本構造と初動対応〔基礎①（全体像・初動）〕
　・債権管理・回収の全体フロー
　・契約・証拠の基本
　・担保取得の意味
　・取引先が倒産したらどうなるか
　・期中与信管理（情報取得）の重要性
　・支払遅延時の初動対応
　・回収可能性の見極め（資力・意思）
■第2講：任意回収と法的回収の使い分け実務〔基礎②（回収手法の選択）〕
　・与信管理の基本と高度化
　・債務者情報の収集（公開情報・SNS）
　・法人顧客情報の取引と利用
　・スコアリング活用の留意点
　・電子データによる管理
　・契約時のコベナンツ設定 
■第3講：平時の債権管理と与信・モニタリングの実務〔実務運用（債権管理）〕
　・与信管理の基本と高度化
　・債務者情報の収集（公開情報・SNS）
　・スコアリング活用の留意点
　・電子データによる管理
　・契約時のコベナンツ設定
■第4講：任意回収の実務とデジタル対応の基礎〔任意回収の実務深化〕
　・督促・交渉の実務
　・電子契約による合意形成
　・回収ツール・外部サービスの活用
　・弁護士法との関係

■第5講：支払決済の変化と債権回収戦略の再設計〔決済×回収（差別化コア）〕
　・手形・小切手の電子化動向
　・ファクタリングと取引適正化法
　・電子記録債権・振込・デジタル決済
　・デジタルマネー（ステーブルコイン、CBDCなど）
　・決済手段と回収リスクの関係
　　⇒“回収＝決済設計”という視点を獲得

■第6講：電子化時代の法的回収・証拠・強制執行〔法的回収・執行（DX対応）〕
　・電子証拠と立証パッケージ
　・裁判手続のIT化
　・財産調査と差押え
　・電子マネー・暗号資産対応
　　⇒“勝てる証拠・取れる執行”を理解

■第7講：債権回収の将来像〔横断論点・将来展望〕
　【総括】
　　・いかに情報取得するか
　　・デジタルの有効活用
　　・（参考）金融事業者の動向・規制
　【最新動向①：担保制度】
　　・譲渡担保法（所有権留保・譲渡担保）
　　・企業価値担保権
　【最新動向②：AIの利用】
　　・AI活用と責任・規制
　【最新動向③：ステーブルコインなど】
　　・ステーブルコイン、CBDC・企業間決済への影響


